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証券保管振替機関の株式会社化の具体的枠組みについて 

平成１３年１１月２日 

証券受渡・決済制度改革懇談会 

項   目 内         容 備    考 

１．経営の基本方針 

(1) 経営の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 財務運営の基本方

針 

 

 

 

○ 次の諸点に留意しつつ、安全性、効率性及び利便性の高い証券

決済インフラを提供することにより、証券市場の機能向上に寄与

し、もって国際競争力の強化を通じ、国民経済の発展に資するこ

とを、経営の基本方針とする。 

① 株主たる参加者による直接的なガバナンスを通じて、投資者

を含めた証券保管振替制度の各利用者のニーズを踏まえた事業

運営を行う。 

② 世界の証券決済制度のベスト・プラクティスを常に念頭に置

き、国際的に通用する機能を有することができるよう、既存業

務の改善と新規事業の展開に迅速かつ柔軟に取り組む姿勢を持

つ。 

③ 保管振替機関の行う業務は証券市場の重要な基盤であるとの

認識のもと、ディスクロージャーを積極的に行い、公共性・公

益性を維持した透明な事業運営に努める。 

④ 常に、より証券決済リスクが低くかつ一層低廉なコストでの

サービスの提供を目指す。 

 

○ 原則として収支均衡で運営することとするが、新規業務への迅

速な対応、運営の弾力性の確保の観点から、超過収入の取扱いに

ついては、取締役会がその都度判断できることとする。 
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項   目 内         容 備    考 

２．業務の範囲・内容等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保振法及び短期社債法の指定対象業務及び関連業務を対象と

するものとする。 

（指定対象業務） 

  保 振 法    ① 株券等の保管に関する業務 

（§４）    ② 株券等の振替に関する業務 

③ その他この法律により保管振替機関

が行うこととされている業務 

  短期社債法    短期社債等の振替に関する業務 

（§８Ⅰ） 

（関連業務） 

  保 振 法    保管振替業に関連する業務（兼業承認を受 

（§４の２Ⅰ）   けたもの） 

  短期社債法    振替業に関連する業務（兼業承認を受けた 

（§９Ⅰ）     もの 

 

○ 取扱商品としては全ての有価証券とするが、現実的な対応とし

て、今後具体化されたものから順次拡大していくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 政省令を定めるに際しては、業務範囲の拡大を弾力的に行うこ

とが可能となるような規定振りを、当局に求めることとする。 

・ 今後の証券決済機関に期待される

機能としては、海外の証券決済機関

の機能を踏まえ、あらゆる有価証券

の取扱い範囲の拡大など、保管振替

業務の付加価値を高める多様な機能

を提供できるようにすべきであり、

具体的な業務範囲については、他の

主体によるサービスの提供や公共

性・公益性の確保に留意しつつ利用

者本位の考え方に基づき､利用者が

責任と主体性を持って決定し、業務

内容が具体化したものから順次導入

するものとする。 

 

 

・ 当面は、株券等（優先出資証券及

び日経 300 等ＥＴＦを含む。以下同

じ。）、ＣＢの保管振替業務及び短期

社債等の振替業務を対象とするもの

とする。また、保管振替業務の附帯

業務として、株券等及びＣＢに係る

決済照合、ＤＶＰ並びにＣＢに係る

元利金支払代理業務を対象とするも

のとする。 
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項   目 内         容 備    考 

３．資本金等 

(1) 出資の額等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 出資者の範囲 

 

 

 

 

 

○ 出資の額は、将来の業務範囲を織り込んだシステム投資額を含

め、原則として、概ね６０億円から１００億円までの範囲とし、

システム投資額に合わせて検討することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出資の額の半分を資本の額とする。 

 

 

○ 政令で定めることとしている保管振替機関の資本の額及び純

資産の額については、５億円とすることを当局に求めることとす

る（10 月 12 日に公布された政令により５億円と定められた）。 

 

○ 設立当初の出資者は直接的な利用者である証券会社、銀行等と

するが、今後、新規業務との兼合いで投資信託委託会社も対象と

することとする。さらには広い意味での制度利用者である発行会

社等からも将来的には出資を募ることも検討する。 

 

 

・ 業務範囲の如何にもよるが、証券

決済システムの中心的担い手である

保管振替機関は、その公共的・公益

的な性格に鑑み、財務の健全性の確

保、財政基盤の確立が求められるこ

とから、設立当初においては、とり

あえず平均的な上場会社の固定資産

に対する資本合計の比率（６０％程

度）以上の資本調達を目指すことが

適当であると考える。 

・ 事業開始後の資本政策については、

取締役会でその都度判断することと

する。 

 

・ 会社設立時に資本金基準で登録免

許税が必要となる。 

 

 

 

 

 

・ 出資者の範囲について、政省令等

で排除規定を設ける必要はないと考

える。 
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項   目 内         容 備    考 

(3) 出資比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 特定者の支配排除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 設立当初の出資比率については、原則として、現在の利用度合

いに応じた出資を定めることが適当である。 

 

○ 出資比率の基となる利用度合いについては、株券等に係る預

託、交付、振替及び保管の各手数料の合計額（割戻し前）とする。 

 

○ 出資比率については、一定期間毎（例えば、２年毎）に見直し

を行うこととする。 

 

○ 利用者に出資を強制することはしない。 

 

 

 

 

 

 

○ 特定少数者による影響を排除するため、出資比率について、一

定の制限を設けることとする。 

 

 

 

 

○ 証券取引所や証券業協会等については、その公共的・公益的性

格に鑑み、また、出資に応じない利用者の受皿としての機能も期

待されるため、制約を設けないこととする。ただし、株主総会の

特別決議との関係から、原則として、発行済株式総数の３分の１

を超えないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 出資を行わない利用者がいること

を想定し、新会社の設立・財団から

の事業譲受に向けた各参加者の出資

金額は、新会社の出資額の上限であ

る１００億円を基準に算定すること

とする。 

 

・ 個別の会社ベースでは、独禁法を

参考に、原則として、５％を出資比

率の上限とする。ただし、当初の出

資金額については、１社につき最大

５億円を上限とする。 

 

・ 証券取引所等が相当程度の株式を

所有したとしても、原則として、選

出できる取締役は１名とする。 
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項   目 内         容 備    考 

 

 

 

 

(5) 出資に対するイン

センティブ 

 

 

○ 発行する株式の種類については、構造を複雑にすると運営が難

しくなることから、原則として優先株は発行せず、普通株のみを

発行することとする。 

 

○ インセンティブとなりうる配当を行うことを目途とする。 

 

 

４．財団の残余財産の処

分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 財団法人証券保管振替機構（以下「財団」という。）の残余財

産については、今後の証券決済システム改革の中で有効に活用さ

れる方法も含め、金融・証券等の公益的な団体に帰属させる方向

で検討することとし、その具体的な帰属先については、金融審議

会における証券決済システム改革を巡る議論の動向等も踏まえ、

改めて証券保管振替機関の株式会社化に関する専門部会におい

て決定することとする。 

 

 

○ なお、財団の残余財産を国庫に帰属させることについては、出

捐者の意図に反する措置であり、受け入れ難い。 

 

・ 民法の解釈上及び公益法人行政の

先例上、財団の残余財産を株式会社

に寄附することは認められていな

い。 

・ 財団の残余財産の具体的な帰属先

が決定するまでは、証券保管振替機

関の株式会社化に関する専門部会は

存続するものとする。 

 

５．事業計画、収支見通

し 

 

 

 

 

 

○ 導入が予定される事業や証券市場の状況、安定配当の必要性等

を総合的に勘案しつつ、原則として収支均衡で運営するものと

し、必要に応じて手数料の体系の見直しや料率の上げ下げを行う

などの措置を講じることとする。 

 

・ システム開発に際しては、将来の

業務範囲の拡大を視野に入れ、機能

を極力共通化することでシステムの

有効活用を図り、コストを抑制する

こととする。 
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項   目 内         容 備    考 

６．取締役会等の構成 

 (1) 取締役 

① 基本的考え方 

 

 

 

 

 

② 人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ユーザー・オリエンテッド、事業の中立性・公正性の確保等の

バランスのとれた構成とする。 

 

○ 参加者代表の取締役については、利用度合いと出資比率を基本

として、各業界のバランスのとれた構成とする。 

 

○ 常勤、非常勤（参加者代表及び参加者代表以外）を含めて、全

体で１５名程度とする。 

 

 

 

 

○ 常勤（プロパー）は、３名程度とする。 

 

 

○ 非常勤（参加者代表）は、１０名程度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 取締役は３名以上であることを要

す（商§255）。 

・ ＤＴＣは 18 名、ＣＲＥＳＴは 16

名、及びシコバムは 12 名となってい

る。 

 

・ 現在の常勤理事は、理事長、専務

理事、常務理事、各１名の計３名。 

 

・ 仮に、平成12 年度の株券に係る手

数料シェアに応じた出資が行われた

場合、非常勤（参加者代表）の構成

は、概ね次表のとおりとすることが

考えられる。 

業 界 シェア 人 数 

証 券 42.4％ ４名程度 

銀 行 20.7％ ２名程度 

信 託 18.3％ ２名程度 

証券取引所 他 18.6％ ２名程度  
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項   目 内         容 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ クラス 

 

 

 

(2) 監査役 

① 人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 原則として、各業界毎の出資比率に基づいて取締役を選出する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 非常勤（参加者代表以外）は、２名程度（学識経験者、発行会

社関係者などから選出）とする。 

 

○ 取締役会を実質的に機能させるため、取締役となる者は、証券

決済に造詣の深い者（参加者代表にあっては、原則として、取締

役クラス）とすることが適当である。 

 

 

○ 常勤監査役１名程度、非常勤監査役２名程度の計３名程度とす

る。 

 

 

 

 

 

○ 非常勤監査役は、現行どおり、証券界及び銀行界から各１名程

度を選出することとする。 

・ 将来、持株会社の導入等、いわゆ

る「企業のグループ化」が進展する

ことも想定されるが、この場合の取

締役の選出方法については、今後、

情勢変化を踏まえながら検討する。 

・ なお、この場合、将来的な方向性

としては、取締役の選出については、

１企業グループにつき１名とするこ

とも検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監査役は３名以上で、そのうち１

名以上は、その就任の前５年間会社

又はその子会社の取締役又は支配人

その他の使用人でなかった者でなけ

ればならない（商特§18Ⅰ）。 

・ 現在は常勤監事１名、非常勤監事

２名の計３名。 
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項   目 内         容 備    考 

② クラス 

 

 

(3) 委員会 

① 委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 経営諮問委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 取締役と同様、証券決済に造詣の深い者（参加者代表にあって

は、原則として、取締役クラス）とすることが適当である。 

 

 

○ 取締役会等会社の機関とは別に、参加者の意見を会社の業務運

営に反映させるための仕組みとして、委員会（例えば、新規業務

委員会又はその下部組織としての小委員会）を設けることとす

る。この場合、実務者の考え方をより良く反映させるメンバー構

成（例えば、部長クラス又は次・課長クラス）とする。 

 

○ 具体的にどのような委員会を設けるかについては、次の②経営

諮問委員会も含め、会社の機関に係る次期商法改正の動き、ある

いはＤＴＣ等海外のＣＳＤの例などを参考にしながら、今後、新

会社において検討することとする。 

 

○ ①取締役を選出できない業界の少数意見を会社運営に反映さ

せる機能、②特定の参加者又は業界への利益誘導に対する監視機

能、更には③会社経営の基本方針、保振制度の運営等について大

所高所から政策的助言を得る機能として、経営諮問委員会を設け

てはどうかとの意見があった。 

 

 

○ 一方、新会社については、①参加者が株主、取締役としてガバ

ナンスに参加してくること、また、②公益性を担保するために、

参加者以外にも社外取締役を導入するため、敢えて経営諮問委員

会を設ける必要はないのではないかとの意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 経営諮問委員会の設置の要否につ

いては、社外取締役を含めた取締役

会によるガバナンスとの関係になる

が、いずれにせよ透明性の確保につ

いて配慮する必要があるとの意見が

あった。 
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項   目 内         容 備    考 

７．定款の基本項目 

 (1) 商号 

 

 

 

 

(2) 目的 

 

 

 

 

 

 

 

(3) その他 

 

 

 

 

 

○ 保管振替事業運営の継続性や、現財団の名称が内外に広く認知

されていることに鑑み、「株式会社 証券保管振替機構（Japan 

Securities Depository Center, Incorporated : JASDEC, Inc.）」

とする。 

 

○ 基本的には「２．業務の範囲・内容等」によるが、海外の証券

決済機関の機能を踏まえ、あらゆる有価証券の取扱い範囲の拡大

など、多様な機能を提供できるような規定振りとする。 

 

 

 

 

 

○ 株式の譲渡制限を設ける。 

○ 原則として、優先株等の種類株は発行しない。 

○ 中間配当制度は設けない。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新会社自ら業務範囲を縛るような

規定振りはしないことが適当である

との意見があった。 

・ 業務の内容については、取締役会

で十分議論を尽くして、コンセンサ

スを得た上で決定して欲しいとの意

見があった。 

 

８．設立手続き、業務移

行方法 

 

 

 

 

 

 

○ 今後、速やかに新会社の設立準備会を設置し、当該準備会で設

立発起人等の具体的事項を検討するなど、新会社設立の準備を進

める。 

 

○ 設立準備会は、参加者の属する主な業界の代表（役員クラス）

及び財団の役員により構成することとする。 

 

・ 株式会社化については、本報告書

の方向に沿って行う。 

 

 

・ 委員の構成は、証券２名並びに銀

行、信託、証券取引所、証券業協会

及び財団各１名とする。 
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項   目 内         容 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成１４年４月１日の改正保振法全面施行後、速やかに財団か

ら新会社への営業譲渡の認可申請を行うことを念頭に、株式会社

化に係る手続きを進める。 

 

○ 新会社は設立後、直ちに保管振替事業を開始することができな

いことから、出資金の払込みを２段階に分けるなど、新会社への

出資金の有効活用が図れるような方策を検討する（具体的な日程

等について当局への確認が必要）。 

 

 

 

 

 

・ 新会社が実際に財団から事業を譲

り受け、保管振替事業を開始するま

でには、財団における事業譲渡の公

告、新会社における検査役の調査及

び新会社への営業譲渡の認可申請に

係る審査等に所要の期間が必要とな

る。 

・ 諸手続きの関係上、まずは限定的

に出資を募って新会社を設立（発起

設立。第一段階の出資。年内予定）

した後、全額出資が必要な時期に改

めて参加者から出資を募ることとす

る（第二段階の出資。改正保振法全

面施行（来年４月１日）後、早い時

期）。この場合、募集手続や授権資本

との関係にも配慮する必要がある。 

・ 第一段階の出資に至るまでに、予

め各参加者の出資割合（利用度合い

に応じて算出）の計算方法を決定す

る予定。 

 

 

以  上 


